
八尾市規則第８号 

   八尾市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する規則  

 （趣旨）  

第１条  この規則は、介護保険法（平成９年法律第 123号。以下「法」とい

う。）及び介護保険法施行規則（平成 11年厚生省令第36号。以下「省令」と

いう。）に定めるもののほか、法第 115条の 45第１項に規定する介護予防・

日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に関し必要な事

項を定めるものとする。 

 （定義）  

第２条  この規則における用語の意義は、法及び省令の定めるところによる。  

 （実施事業）  

第３条  市は、第１号事業として別表第１の左欄に掲げる事業をそれぞれ同表

の右欄に掲げる第１号被保険者又は居宅要支援被保険者等（法第 115条の 45

第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等をいう。以下同じ。）を対象

として行うものとする。  

２  市は、一般介護予防事業（法第 115条の 45第１項第２号に掲げる事業をい

う。以下同じ。）として別表第２の左欄に掲げる事業を同表の右欄に掲げる

第１号被保険者又はその支援を行う者（以下「第１号被保険者等」とい

う。）を対象として行うものとする。  

 （実施方法）  

第４条  市は、別表第１に定める次に掲げる事業を、法第 115条の 45の３第１

項の規定により行うものとする。  

⑴  第１号訪問事業であって、サービス種別が指定相当訪問型サービス、共生

型指定相当訪問型サービス又は訪問型サービス（基準緩和）であるもの  

⑵  第１号通所事業であって、サービス種別が指定相当通所型サービス又は共

生型指定相当通所型サービスであるもの  

２  市は、別表第１に定める次に掲げる事業を、法第 115条の 47第１項及び第

５項の規定により委託する方法により行うものとする。  

 ⑴ 第１号訪問事業であって、サービス種別が訪問型サービス（シルバー人

材センター）であるもの  



 ⑵ 第１号通所事業であって、サービス種別が通所型サービス（短期集中）

であるもの  

⑶ 第１号介護予防支援事業  

３  市は、別表第１に定める第１号通所事業であって、サービス種別が通所型

サービス（街かどデイハウス）であるものを、省令第 140条の 62の３第１項

第２号の規定により補助する方法により行うものとする。  

 （第１号事業支給費）  

第５条  指定相当訪問型サービス及び指定相当通所型サービスに係る第１号事

業支給費の額は、介護保険法施行規則第 140条の 63の２第１項第１号に規定

する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第 72号。以下「告

示」という。）（単位数の算定に当たっては、告示別表に定める訪問型サー

ビス費のうち訪問型サービス費ロ及び通所型サービス費のうち通所型サービ

ス費ロについては適用しない。）により算定した費用の額の 100分の 90に相

当する額とする。  

２  共生型指定相当訪問型サービスに係る第１号事業支給費の額は、告示別表

に定める訪問型サービス費（訪問型サービス費イに規定する単位数について

は次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める割合を乗じるものと

し、訪問型サービス費ロについては適用しない。）の例により算定した単位

数に別表第４に定める単価を乗じて得た額の 100分の 90に相当する額とする。  

 ⑴ 共生型指定相当訪問型サービスを行う指定居宅介護事業者（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18年厚生労働

省令第 171号。以下「指定障害福祉サービス等基準」という。）第５条第

１項に規定する指定居宅介護事業者をいう。以下同じ。）が当該事業を行

う事業所において、指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣

が定めるもの（平成 18年厚生労働省告示第 538号。以下「居宅介護従事者

基準」という。）第１条第４号、第９号、第 14号又は第19号から第22号ま

でに規定する者が共生型指定相当訪問型サービスを行った場合  

100分の70 

 ⑵ 共生型指定相当訪問型サービスを行う指定居宅介護事業者が当該事業を



行う事業所において、居宅介護従業者基準第１条第５号、第 10号又は第15

号に規定する者が共生型指定相当訪問型サービスを行った場合  

 100分の93 

 ⑶ 共生型指定相当訪問型サービスの事業を行う重度訪問介護（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第 123

号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第３項に規定する重度訪

問介護をいう。）に係る指定障害福祉サービス（障害者総合支援法第 29条

第１項に規定する指定障害福祉サービスをいう。）の事業を行う者が当該

事業を行う事業所において共生型指定相当訪問型サービスを行った場合  

 100分の93 

３  訪問型サービス（基準緩和）に係る第１号事業支給費の額は、別表第３に

定めるところにより算定した単位数に別表第４に定める単価を乗じて得た

額の100分の90に相当する額とする。  

４  共生型指定相当通所型サービスに係る第１号事業支給費の額は、告示別表

に定める通所型サービス費（通所型サービス費イに規定する単位数について

は次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める割合を乗じるものと

し、通所型サービス費ロについては適用しない。）の例により算定した単位

数に別表第４に定める単価を乗じて得た額の 100分の 90に相当する額とする。  

 ⑴ 共生型指定相当通所型サービスの事業を行う指定生活介護事業者（指定

障害福祉サービス等基準第 78条第１項に規定する指定生活介護事業者をい

う。）が当該事業を行う事業所において共生型指定相当通所型サービスを

行った場合  

100分の93 

 ⑵ 共生型指定相当通所型サービスの事業を行う指定自立訓練（機能訓練）

事業者（指定障害福祉サービス等基準第 156条第１項に規定する指定自立

訓練（機能訓練）事業者をいう。）又は指定自立訓練（生活訓練）事業者

（指定障害福祉サービス等基準第 166条第１項に規定する指定自立訓練

（生活訓練）事業者をいう。）が当該事業を行う事業所において共生型指

定相当通所型サービスを行った場合  

100分の95 



 ⑶  共生型指定相当通所型サービスの事業を行う指定児童発達支援事業者

（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成 24年厚生労働省令第 15号。以下「指定通所支援基準」とい

う。）第５条第１項に規定する指定児童発達支援事業者をいい、主として

重症心身障害児（児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第７条第２項に規

定する重症心身障害児をいう。以下同じ。）を通わせる事業所において指

定児童発達支援（指定通所支援基準第４条に規定する指定児童発達支援を

いう。）を提供する事業者を除く。）が当該事業を行う事業所において共

生型指定相当通所型サービスを行った場合  

100分の90 

 ⑷ 共生型指定相当通所型サービスの事業を行う指定放課後等デイサービス

事業者（指定通所支援基準第 66条第１項に規定する指定放課後等デイサー

ビス事業者をいい、主として重症心身障害児を通わせる事業所において指

定放課後等デイサービス（指定通所支援基準第 65条に規定する指定放課後

等デイサービスをいう。）を提供する事業者を除く。）が当該事業を行う

事業所において共生型指定相当通所型サービスを行った場合  

100分の90 

５  前各項の規定により算定する第１号事業支給費の支給限度額は、法第55条

第１項の規定の例により算定する額とする。この場合において、省令第 140

条の 62の４第２号に該当する第１号被保険者（以下「基準該当被保険者」

という。）に係る第１号事業支給費の支給限度額については、当該基準該

当被保険者を要支援１（要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及

び判定の基準等に関する省令（平成 11年厚生省令第 58号）第２条第１項第

１号に規定する要支援１をいう。以下同じ。）の認定を受けている居宅要

支援被保険者とみなしてこの項前段の規定を適用する。  

６  市は、法第 115条の 45の３第３項の規定により、第４条第１項に規定する

事業（以下「第４条第１項事業」という。）に要した費用について、第１号

事業支給費として居宅要支援被保険者等に対し支給すべき額の限度において、

当該居宅要支援被保険者等に代わり、指定事業者に支払うものとする。  

 （省令第 140条の 63の２第３項に規定する場合における第１号事業支給費の



額） 

第６条  省令第 140条の 63の２第３項に規定する場合における第１号事業支給

費の額について、前条第１項から第４項までの規定を適用するときは、これ

らの規定中「100分の90」とあるのは、「100分の 90から 100分の100までの範

囲内において市長が定める割合」とする。 

 （一定以上の所得を有する居宅要支援被保険者等に係る第１号事業支給費の

額） 

第７条  法第59条の２第１項に規定する政令で定めるところにより算定した所

得の額が同項の政令で定める額以上である居宅要支援被保険者等（次項に規

定する居宅要支援被保険者等を除く。）に係る第１号事業支給費の額につい

て、第５条第１項から第４項まで又は前条の規定を適用するときは、第５条

第１項から第４項までの規定中「 100分の90」とあるのは「100分の 80」と、

前条中「100分の90から」とあるのは「 100分の 80から」とする。  

２  法第59条の２第２項に規定する政令で定めるところにより算定した所得の

額が同項の政令で定める額以上である居宅要支援被保険者等に係る第１号事

業支給費の額について、第５条第１項から第４項まで又は前条の規定を適用

するときは、第５条第１項から第４項までの規定中「 100分の 90」とあるの

は「 100分の 70」と、前条中「 100分の 90から」とあるのは「 100分の 70か

ら」とする。  

 （第１号事業支給費の額の特例）  

第８条  市は、災害その他の特別の事情があることにより、第４条第１項事業

の利用に係る居宅要支援被保険者等が当該第４条第１項事業に必要な費用を

負担することが困難であると認めるときは、法第 60条の規定の例により、第

５条第１項から第４項まで（これらの規定を第６条及び前条において読み替

えて適用する場合並びに同条の規定により読み替えられた第６条において読

み替えて適用する場合を含む。第 10条において同じ。）に規定する第１号事

業支給費の額の特例を定めることができる。この場合において、基準該当被

保険者に係る第１号事業支給費の額の特例については、当該基準該当被保険

者を要支援１の認定を受けている居宅要支援被保険者とみなしてこの条前段

の規定を適用する。  



 （介護保険料滞納者に係る支払方法の変更 ) 

第９条  市は、第４条第１項事業の利用に係る居宅要支援被保険者等に介護保

険料（法第 129条第１項に規定する保険料をいう。以下同じ。）の滞納があ

るときは、第５条第６項の規定にかかわらず、法第 66条の規定の例により、

同項の規定を適用しないための措置を講ずるものとする。ただし、当該介護

保険料の滞納につき災害その他の特別の事情があると認めるときは、この限

りでない。  

 （介護保険料を徴収する権利が消滅した場合の第１号事業支給費の支給の制

限） 

第10条 市は、第４条第１項事業の利用に係る居宅要支援被保険者等に法第 69

条第１項に規定する保険料徴収権消滅期間があるときは、第５条第１項から

第４項までの規定にかかわらず、法第 69条の規定の例により、第１号事業支

給費の支給を制限するものとし、そのための措置を講ずるものとする。ただ

し、当該居宅要支援被保険者等について災害その他の特別の事情があると認

めるときは、この限りでない。  

 （第１号事業支給費の審査及び支払）  

第11条 市は、第４条第１項事業に係る第１号事業支給費に係る審査及び支払

に関する事務を法第 115条の 45の３第６項の規定により大阪府国民健康保険

団体連合会に委託して行う。  

 （第４条第２項及び第３項に規定する事業等の利用に係る利用料）  

第 12条  省令第 140条の 63第１項の規定により市が定める利用料の額は、次の

各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める額とする。  

 ⑴ 第４条第２項第１号に掲げる事業  １回の利用につき 200円  

 ⑵ 第４条第２項第２号に掲げる事業  １回の利用につき 350円  

 ⑶ 第４条第２項第３号に掲げる事業  零 

 ⑷ 第４条第３項に規定する事業  事業を実施する団体が定める額  

⑸ 別表第２に定める介護予防普及啓発事業のうち市長が定めるもの  １回

の利用につき200円  

 ⑹ 別表第２に定める一般介護予防事業（前号に掲げるものを除く。）  零 

 （委任）  



第13条 この規則に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、

市長が定める。  

   附 則 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。  

   附 則（平成30年２月９日規則第１号）  

 この規則は、平成30年４月１日から施行する。  

   附 則 

 （施行期日）  

１  この規則は、平成30年８月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第７条第２項の規定は、この規則の施行の日以後に行われる八尾

市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する規則第４条第１項に掲げ

る事業（以下「第４条第１項事業」という。）に係る第１号事業支給費につ

いて適用し、同日前に行われた第４条第１項事業に係る第１号事業支給費に

ついては、なお従前の例による。  

   附 則 

 （施行期日）  

１  この規則は、平成30年10月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の別表第３の規定は、この規則の施行の日以後に行われる訪問型

サービス（基準緩和）に係る第１号事業支給費について適用し、同日前に行

われた訪問型サービス（基準緩和）に係る第１号事業支給費については、な

お従前の例による。  

附 則 

 （施行期日）  

１  この規則は、令和元年 10月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の別表第３の規定は、この規則の施行の日以後に行われる訪問型

サービス（基準緩和）に係る第１号事業支給費について適用し、同日前に

行われた訪問型サービス（基準緩和）に係る第１号事業支給費については、



なお従前の例による。  

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。  

附 則 

（施行期日）  

１  この規則は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第４条第２項中第

２号を第３号とし、第１号の次に１号を加える改正規定及び別表第１第１号

訪問事業の部訪問型サービス（基準緩和）の項の次に次のように加える改正

規定は、同年10月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  改正後の第５条及び別表第３の規定は、この規則の施行の日（以下「施行

日」という。）以後に行われる第１号事業に係る第１号事業支給費について

適用し、同日前に行われた第１号事業に係る第１号事業支給費については、

なお従前の例による。  

３  施行日から令和３年９月 30日までの間に行われる第１号事業に係る第１号

事業支給費の算定については、改正後の第５条第１項から第４項までの規定

により算定する第１号事業支給費の単位数について、それぞれの所定の単位

数の1,000分の1,001に相当する単位数を算定する。  

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第３条第２項、第４

条第２項、第５条第６項並びに第 12条第１号及び第２号の改正規定は、公布の

日から施行する。  

附 則 

 （施行期日）  

１  この規則は、令和６年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第５条並びに別表第３及び別表第４の規定は、この規則の施行の

日以後に行われる改正後の第４条第１項各号に掲げる事業にかかる第１号事

業支給費について適用し、同日前に行われた改正前の同項各号に掲げる事業

に係る第１号事業支給費については、なお従前の例による。  



別表第１（第３条関係）  

第１号事業  

対象者  
区分 

サ ー ビ ス

種別 
内容  

第 １ 号 訪

問事業  

指 定 相 当

訪 問 型

サービス  

介護保険法施行規則第 140条の63

の６第１号に規定する厚生労働

大臣が定める基準（令和６年厚

生労働省告示第 84号。以下「指

定相当訪問型サービス等基準」

という。）第３条に規定する指

定相当訪問型サービス（共生型

指 定 相 当 訪 問 型 サ ー ビ ス を 除

く。）を行う事業  

居宅要支援被保険

者であって、介護

予防ケアマネジメ

ン ト （ 法 第 115 条

の 45第１項第１号

ニに定めるところ

により行う援助を

い う 。 以 下 同

じ。）により指定

相当訪問型サービ

スの利用が必要で

あると認められた

もの  

共 生 型 指

定 相 当 訪

問 型 サ ー

ビス 

共生型指定訪問介護事業者（障

害者総合支援法第 29条第１項の

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

（以下「指定障害福祉サービス

事業者」という。）の指定（居

宅介護又は重度訪問介護に係る

ものに限る。）を受けている者

であって、当該指定に係る事業

所について法第 72条の２第１項

の申請により法第 41条第１項本

文の指定（法第８条第２項の訪

問介護に係るものに限る。）を

受 け た も の を い う 。 以 下 同

じ。）が当該事業所において指

定相当訪問型サービスを行う事

業 

 

 

 

 

65 歳 に 達 す る 日

（以下「 65歳到達

日」という。）の

前日において、共

生型指定訪問介護

事業者が当該指定

に係る事業所にお

いて行う障害福祉

サービス（居宅介

護又は重度訪問介

護に限る。）を利

用していたものの

うち、 65歳到達日

において居宅要支

援被保険者に該当

し、介護予防ケア

マネジメントによ

り引き続き共生型

訪問介護相当サー

ビスの利用が必要

であると認められ

たもの  

訪 問 型

サ ー ビ ス

（ 基 準 緩

和） 

指定相当訪問型サービスの基準

を緩和し、市長が別に定める研

修の課程を修了した者による生

活援助に係るサービスを行う事

業 

居宅要支援被保険

者等であって、介

護予防ケアマネジ

メントにより訪問

型サービス（基準

緩和）の利用が必



要であると認めら

れたもの  

訪 問 型

サ ー ビ ス

（ シ ル

バ ー 人 材

セ ン

ター） 

八尾市シルバー人材センターの

会員で、市長が別に定める要件

を満たした者による生活援助に

係るサービスを行う事業  

居宅要支援被保険

者等であって、介

護予防ケアマネジ

メントにより訪問

型サービス（シル

バー）の利用が必

要であると認めら

れたもの  

第 １ 号 通

所事業  

指 定 相 当

通 所 型

サービス  

指定相当訪問型サービス等基準

第 47条に規定するサービス（共

生型指定相当通所型サービスを

除く。）を行う事業  

居宅要支援被保険

者であって、介護

予防ケアマネジメ

ントにより指定相

当通所型サービス

の利用が必要であ

ると認められたも

の  

共 生 型 指

定 相 当 通

所 型 サ ー

ビス 

共生型指定通所介護事業者（指

定障害福祉サービス事業者の指

定（生活介護又は自立支援に係

るものに限る。以下同じ。）又

は児童福祉法第 21条の５の３第

１項の指定（児童発達支援又は

放課後等デイサービスに係るも

のに限る。以下同じ。）を受け

ている者であって、当該指定に

係る事業所（同項の指定を受け

ている者にあっては、主に重症

心身障害児を通わせる事業所を

除く。）について法第 72条の２

第１項の申請により法第 41条第

１項本文の指定（法第８条第７

項 の 通 所 介 護 に 係 る も の に 限

る。）を受けたものをいう。）

又は共生型指定地域密着型通所

介護事業者（指定障害福祉サー

ビス事業者の指定又は児童福祉

法第 21条の５の３第１項の指定

を受けている者であって、当該

指定に係る事業所（同項の指定

を受けている者にあっては、主

に重症心身障害児を通わせる事

業所を除く。）について法第 78

条の２の２第１項の申請により

法第 42条の２第１項本文の指定

居宅要支援被保険

者であって、介護

予防ケアマネジメ

ントにより共生型

指 定 相 当 通 所 型

サービスの利用が

必要であると認め

られたもの  

 



（法第８条第 17項の地域密着型

通所介護に係るものに限る。）

を受けたものをいう。）が当該

事業所において指定相当通所型

サービスを行う事業  

通 所 型

サ ー ビ ス

（ 街 か ど

デ イ ハ ウ

ス）  

市長が別に定める基準を満たし

た団体に所属するボランティア

等による通いの場に係るサービ

スを行う事業  

居宅要支援被保険

者等であって、介

護予防ケアマネジ

メント又は居宅介

護支援（法第８条

第 24項に規定する

居宅介護支援をい

う。）により通所

型サービス（街か

どデイハウス）の

利用が必要である

と認められたもの

及び第１号被保険

者  

通 所 型

サ ー ビ ス

（ 短 期 集

中） 

短期間の集中的な機能訓練等の

サービスを行う事業  

居宅要支援被保険

者等であって、介

護予防ケアマネジ

メントにより通所

型サービス（短期

集中）の利用が必

要であると認めら

れたもの  

第 １ 号 介

護 予 防 支

援事業  

介 護 予 防

ケ ア マ ネ

ジ メ ン ト

Ａ 

原則的な介護予防ケアマネジメ

ントを行う事業  

居宅要支援被保険

者等  

介 護 予 防

ケ ア マ ネ

ジ メ ン ト

Ｂ 

簡略化した介護予防ケアマネジ

メントを行う事業  

介 護 予 防

ケ ア マ ネ

ジ メ ン ト

Ｃ 

初回のみ介護予防ケアマネジメ

ントを行う事業  

 



別表第２（第３条関係）  

 一般介護予防事業  
対象者  

 

 区分 内容  

 介 護 予 防 把

握事業  

介護予防を必要とする第１号被保険者の生

活状況等を把握する事業  

第 １ 号 被 保 険

者等  

 

 介 護 予 防 普

及啓発事業  

介護予防活動の普及・啓発を行う事業    

 地 域 介 護 予

防 活 動 支 援

事業 

地域における住民主体の介護予防活動の育

成・支援を行う事業  

  

 一 般 介 護 予

防 事 業 評 価

事業 

一般介護予防事業を含め、地域づくりの観

点から総合事業の全体の評価を行う事業  

  

 地 域 リ ハ ビ

リ テ ー シ ョ

ン 活 動 支 援

事業 

地域における介護予防の取組を機能強化す

るために地域ケア会議、住民運営の通いの

場等へのリハビリテーション専門職の関与

を促進する事業  

  

別表第３（第５条関係）  

項  算定項目  対象者  利用の頻度  単位  

(ア ) 訪 問 型 サ ー ビ ス

（基準緩和）費イ

（１）  

居宅要支援被保険者等  週１回程度の

利用  

１月につき   

941 単位  

日割  １日につき   

31 単位  

(イ ) 訪 問 型 サ ー ビ ス

（基準緩和）費イ

（２）  

居宅要支援被保険者等  週２回程度の

利用  

１月につき  

1,879 単位  

日割  １日につき   

62 単位  

(ウ ) 訪 問 型 サ ー ビ ス

（基準緩和）費イ

（３）  

居 宅 要 支 援 被 保 険 者

（要支援１の認定を受

けている居宅要支援被

保険者を除く。）  

週２回を超え

る程度の利用  

１月につき  

2,982 単位  

日割  １日につき  

98 単位  

(エ ) 初回加算  居宅要支援被保険者等   １月につき  

200 単位  

備考  

 １  (ア)の項から (ウ)の項までの算定項目に係る単位数については、事業所の所

在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは事業所と

同一の建物（以下「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者（事業

所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建

物に居住する利用者を除く。）又は事業所における１月当たりの利用者が同

一の建物に 20 人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住す

る利用者に対して、訪問型サービス（基準緩和）を行った場合は、所定単位

数の 100 分の 90 に相当する単位数を算定し、事業所における１月当たりの

利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者に対

して、訪問型サービス（基準緩和）を行った場合は、１回につき所定単位数



の 100 分の 85 に相当する単位数を算定する。ただし、別に厚生労働大臣が

定める基準に該当する事業所が、同一敷地内建物等に居住する利用者（事業

所における１月あたりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建

物に居住する利用者を除く。）に対して、訪問型サービス（基準緩和）を

行った場合は、１回につき所定単位数の 100 分の 88 に相当する単位数を算

定する。  

２  この表の規定を適用して単位数を算定する場合においては、指定介護予防

サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事

項について（平成 18 年３月 17 日付け老計発第 0317001 号・老振発第

0317001 号・老老発第 0317001 号。厚生労働省老健局計画・振興・老人保健

課長連名通知）は、当該算定に関し必要な事項に限り、訪問型サービス（基

準緩和）に対しても適用があるものとする。  

３  別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置

未実施減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数

から減算する。  

４  別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定

減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減

算する。  

別表第４（第５条関係）  

区分  単価  

共生型指定相当訪問型サービス   10.7円  

訪問型サービス（基準緩和）        10.7 円  

共生型指定相当通所型サービス  10.45円  

 


